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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第72期

第２四半期
連結累計期間

第73期
第２四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自2019年４月１日
至2019年９月30日

自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2019年４月１日
至2020年３月31日

売上高 （千円） 9,584,184 7,464,992 18,984,151

経常利益又は経常損失（△） （千円） 619,016 △244,626 1,251,887

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失

(△)

（千円） 416,509 △387,459 780,326

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 214,561 △350,191 631,997

純資産額 （千円） 23,434,311 23,265,250 23,747,494

総資産額 （千円） 28,457,009 27,033,640 28,220,495

１株当たり四半期（当期）純

利益又は１株当たり四半期純

損失(△)

（円） 29.96 △27.87 56.13

潜在株式調整後１株当たり四

半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.3 86.1 84.1

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 1,277,907 1,079,973 2,243,797

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △1,445,030 △514,858 △2,988,944

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △327,386 △155,342 △468,419

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高
（千円） 3,814,358 3,485,070 3,104,511

 

回次
第72期

第２四半期
連結会計期間

第73期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失(△)
（円） 15.07 △5.85

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第72期第２四半期連結累計期間及び第72期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第73期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、各国とも景気は極め

て厳しい状況で推移しました。また、感染者が再拡大する地域が出てくる等、依然先行き不透明な状況が続くと見

込まれます。一方、わが国経済におきましては、輸出や個人消費を中心に停滞しているものの、自動車業界など一

部の業種では感染拡大の防止策を講じつつ、経済活動を段階的に引き上げる動きも見られます。

当社グループにおいて、企業活動が制限された状況の下、生産性の維持、お客様とのWeb会議の開催、訪問活動

の再開など営業活動に取り組みましたが、世界規模での景気落ち込みに伴い、当社が販売する工業用刃物の需要も

落ち込み、前年同期を大きく下回る結果となりました。国内における売上は、住宅関連刃物、非住宅関連刃物とも

に前年同期から減少しました。また、海外での売上も、中国および米国向けを中心に減少し、当第２四半期連結累

計期間の売上高は74億６千４百万円（前年同期比22.1％減）となりました。

利益面につきましては、売上高の減少が大きく影響し、営業損失は２億３千９百万円（前年同期は７億３千１百

万円の営業利益）、営業外収益として助成金収入を１億３千万円計上したものの、為替差損を１億３千３百万円計

上したことから２億４千４百万円の経常損失（前年同期は６億１千９百万円の経常利益）となりました。また、親

会社株主に帰属する四半期純損失は３億８千７百万円（前年同期は４億１千６百万円の親会社株主に帰属する四半

期純利益）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①　日本

国内向けでは、住宅関連刃物、非住宅関連刃物ともに減少、海外向けでは自動車関連刃物が減少し、売上高は

56億７百万円（前年同期比30.4％減）、営業損失は３億９千５百万円（前年同期は５億３千２百万円の営業利

益）となりました。

②　インドネシア

製紙関連刃物が増加したものの木工関連刃物などが減少したことから、売上高は13億１百万円（前年同期比

7.2％減）、営業利益は１億９百万円（前年同期比2.6％減）となりました。

③　米国

自動車関連刃物および鋼管関連刃物などが減少したことから、売上高は５億２千７百万円（前年同期比24.6％

減）、営業利益は３千万円（前年同期比21.6％減）となりました。

④　欧州

紙工関連刃物が増加したものの木工関連刃物および自動車関連刃物が減少したことから、売上高は８億７千１

百万円（前年同期比10.7％減）となりましたが、営業利益は６千５百万円（前年同期比52.4％増）となりまし

た。

⑤　中国

木工関連刃物および自動車関連刃物などが減少したことから、売上高は７億３千１百万円（前年同期比23.0％

減）、営業損失は１千１百万円（前年同期は４千４百万円の営業利益）となりました。

⑥　ベトナム

自動車関連刃物が増加したことから、売上高は１億１千５百万円（前年同期比108.3％増）、営業損失は５千

１百万円（前年同期は１千４百万円の営業損失）となりました。

 

なお、セグメント別の売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて記載しております。
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財政状態は、次のとおりであります。

（資産）

　当第２四半期末における流動資産は125億２千２百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億５千３百万円減少

いたしました。これは主に現金及び預金が３億８千万円増加したものの、受取手形及び売掛金が７億９千８百万円

減少したことなどによるものであります。固定資産は145億１千万円となり、前連結会計年度末に比べ４億３千３

百万円減少いたしました。これは投資その他の資産が１億５千７百万円増加したものの、有形固定資産が前連結会

計年度末に比べ５億７千２百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は270億３千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億８千６百万円減少いたしました。

（負債）

　当第２四半期末における流動負債は30億６千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億２千６百万円減少い

たしました。これは主に支払手形及び買掛金が２億９千７百万円減少し、電子記録債務が１億７千１百万円減少し

たことなどによるものであります。固定負債は７億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ２千１百万円増加い

たしました。これは退職給付に係る負債が２千５百万円減少したものの、固定負債その他が４千７百万円増加した

ことによるものであります。

　この結果、負債合計は37億６千８百万円となり、前連結会計年度末に比べ７億４百万円減少いたしました。

（純資産）

　当第２四半期末における純資産合計は232億６千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ４億８千２百万円減

少いたしました。これは主にその他有価証券評価差額金が１億４千９百万円増加したものの、利益剰余金が５億１

千９百万円減少したことなどによるものであります。

　この結果、自己資本比率は86.1％（前連結会計年度末は84.1％）となりました。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ３億８千万円増加し、当第２四半期末には34億８千５百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は10億７千９百万円（前年同期比15.5％減）となりました。収入の主な内訳は、

売上債権の減少９億７千８百万円、減価償却費８億４千９百万円であります。支出の主な内訳は、税金等調整前

四半期純損失２億４千６百万円、仕入債務の減少４億６千６百万円、たな卸資産の増加１億２千７百万円であり

ます。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は５億１千４百万円（前年同期比64.4％減）となりました。これは、主として有

形固定資産の取得による支出４億７千１百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は１億５千５百万円（前年同期比52.6％減）となりました。これは、主として配

当金の支払額１億３千２百万円によるものであります。

 

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更を行っております。

詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項」の（追加情報）の（会計上の見積りの不

確実性に関する追加情報）をご参照ください。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は１億４千３百万円でありました。なお、当第２四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,000,000

計 39,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2020年11月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 14,310,000 14,310,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第二部

単元株式数

100株

計 14,310,000 14,310,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年７月１日～
2020年９月30日

－ 14,310,000 － 2,142,500 － 2,167,890
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（５）【大株主の状況】

  2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

大口興産株式会社 名古屋市昭和区高峯町143番地３ 2,299 16.53

渡邉　裕子 名古屋市昭和区 1,306 9.39

太田　万佐子 名古屋市天白区 1,267 9.11

兼房従業員持株会 愛知県丹羽郡大口町中小口一丁目１番地 774 5.57

渡邉　浩 名古屋市昭和区 653 4.70

渡邉　美奈子 名古屋市昭和区 593 4.26

渡邉　將人 名古屋市昭和区 426 3.06

太田　正志 名古屋市天白区 403 2.90

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号 273 1.97

渡邉　久修 名古屋市昭和区 215 1.54

計 － 8,214 59.09

　（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、信託業務に係るものであります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（注）１
普通株式 409,600 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）（注）２ 普通株式 13,892,500 138,925 同上

単元未満株式 普通株式 7,900 － －

発行済株式総数  14,310,000 － －

総株主の議決権  － 138,925 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）が含まれて

おります。

②【自己株式等】

    2020年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

兼房株式会社
愛知県丹羽郡大口町中

小口一丁目１番地
409,600 － 409,600 2.86

計 － 409,600 － 409,600 2.86

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,104,511 3,485,070

受取手形及び売掛金 3,870,373 3,071,381

電子記録債権 793,790 575,853

商品及び製品 2,322,319 2,311,695

仕掛品 947,334 943,195

原材料及び貯蔵品 1,661,080 1,736,519

その他 616,562 407,354

貸倒引当金 △39,987 △8,218

流動資産合計 13,275,985 12,522,851

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,299,080 4,460,862

機械装置及び運搬具（純額） 5,469,651 5,079,393

その他（純額） 3,463,466 3,119,848

有形固定資産合計 13,232,198 12,660,103

無形固定資産 861,314 842,592

投資その他の資産 ※１ 850,996 ※１ 1,008,092

固定資産合計 14,944,510 14,510,789

資産合計 28,220,495 27,033,640
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,436,009 1,138,708

電子記録債務 367,348 195,354

未払法人税等 72,299 27,800

賞与引当金 385,730 326,733

その他 1,532,085 1,378,762

流動負債合計 3,793,473 3,067,359

固定負債   

退職給付に係る負債 265,200 239,701

その他 414,326 461,329

固定負債合計 679,527 701,030

負債合計 4,473,000 3,768,390

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,142,500 2,142,500

資本剰余金 2,167,890 2,167,890

利益剰余金 19,218,923 18,699,411

自己株式 △208,743 △208,743

株主資本合計 23,320,570 22,801,057

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 238,891 388,029

為替換算調整勘定 212,085 81,058

退職給付に係る調整累計額 △24,052 △4,895

その他の包括利益累計額合計 426,924 464,192

純資産合計 23,747,494 23,265,250

負債純資産合計 28,220,495 27,033,640
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

売上高 9,584,184 7,464,992

売上原価 6,409,395 5,597,583

売上総利益 3,174,788 1,867,409

販売費及び一般管理費 ※１ 2,443,781 ※１ 2,107,042

営業利益又は営業損失（△） 731,006 △239,632

営業外収益   

受取利息 7,434 1,812

受取配当金 16,500 10,474

デリバティブ評価益 － 747

助成金収入 － 130,297

その他 15,088 6,755

営業外収益合計 39,023 150,088

営業外費用   

支払利息 683 －

売上割引 22,346 20,174

為替差損 125,531 133,898

デリバティブ評価損 2,135 －

その他 317 1,009

営業外費用合計 151,013 155,082

経常利益又は経常損失（△） 619,016 △244,626

特別利益   

固定資産売却益 373 326

投資有価証券売却益 1,218 －

特別利益合計 1,591 326

特別損失   

固定資産売却損 3,351 94

固定資産除却損 15,718 2,036

特別損失合計 19,070 2,131

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
601,538 △246,431

法人税等 185,029 141,027

四半期純利益又は四半期純損失（△） 416,509 △387,459

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
－ －

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
416,509 △387,459
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 416,509 △387,459

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △56,240 149,138

為替換算調整勘定 △175,313 △131,027

退職給付に係る調整額 29,606 19,157

その他の包括利益合計 △201,947 37,268

四半期包括利益 214,561 △350,191

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 214,561 △350,191

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2019年４月１日
　至　2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
601,538 △246,431

減価償却費 797,868 849,189

賞与引当金の増減額（△は減少） △10,087 △57,539

貸倒引当金の増減額（△は減少） △563 △31,257

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △480 3,664

受取利息及び受取配当金 △23,935 △12,287

支払利息 683 －

為替差損益（△は益） 109,510 76,302

投資有価証券売却損益（△は益） △1,218 －

固定資産売却損益（△は益） 2,977 △231

売上債権の増減額（△は増加） 229,740 978,928

たな卸資産の増減額（△は増加） △332,478 △127,253

仕入債務の増減額（△は減少） △145,656 △466,185

未払又は未収消費税等の増減額 142,718 △10,569

その他 374,474 208,442

小計 1,745,091 1,164,770

利息及び配当金の受取額 23,935 12,287

利息の支払額 △683 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △490,436 △97,084

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,277,907 1,079,973

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,080 －

定期預金の払戻による収入 6,160 －

有形固定資産の取得による支出 △1,422,443 △471,436

有形固定資産の売却による収入 607 457

有形固定資産の除却による支出 △10,615 △2,036

無形固定資産の取得による支出 △5,615 △33,223

投資有価証券の取得による支出 △5,954 △5,354

投資有価証券の売却による収入 1,458 －

貸付けによる支出 △5,648 △3,723

貸付金の回収による収入 100 458

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,445,030 △514,858

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △21,579 △23,289

配当金の支払額 △305,806 △132,052

財務活動によるキャッシュ・フロー △327,386 △155,342

現金及び現金同等物に係る換算差額 △79,806 △29,214

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △574,316 380,558

現金及び現金同等物の期首残高 4,368,508 3,104,511

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 20,166 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 3,814,358 ※１ 3,485,070
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

（追加情報）

　（会計上の見積りの不確実性に関する追加情報）

　当社グループの主要関連市場におきましては、新型コロナウイルスの感染拡大の影響などにより、第１四半期

連結会計期間以降、一時的に需要が減少しております。

　このような状況は、今後も１年程度続くものと想定しておりますが、その後、感染拡大の収束とともに2021年

度から需要が徐々に回復し、2022年度より新型コロナウイルス感染拡大前の水準まで回復するとの仮定のもと、

固定資産の減損、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。

　なお、この仮定は不確実性が高く、収束時期や回復度合等の仮定が変動した場合には、将来において損失が発

生する可能性があります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（2020年３月31日）
当第２四半期連結会計期間

（2020年９月30日）

投資その他の資産 3,691千円 3,465千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日

　　至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　　至 2020年９月30日）

荷造運送費 190,609千円 141,635千円

従業員給与 711,951 645,474

従業員賞与 71,742 65,595

貸倒引当金繰入額 △563 △5,472

賞与引当金繰入額 155,306 127,764

退職給付費用 58,242 70,081

研究開発費 154,403 143,585

減価償却費 113,081 103,973
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

　とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

現金及び預金勘定 3,817,438千円 3,485,070千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,080 －

現金及び現金同等物 3,814,358 3,485,070

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

(1) 配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日

定時株主総会
普通株式 305,806 22.00 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月13日

取締役会
普通株式 104,252 7.50 2019年９月30日 2019年12月４日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

(1) 配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日

定時株主総会
普通株式 132,052 9.50 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月11日

取締役会
普通株式 83,401 6.00 2020年９月30日 2020年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 日本 インドネシア 米国 欧州 中国 ベトナム 計

売上高        

外部顧客への

売上高
5,999,884 1,018,230 700,308 975,834 466,945 55,431 9,216,635

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

2,058,476 383,526 － 10 483,918 － 2,925,932

計 8,058,361 1,401,756 700,308 975,845 950,863 55,431 12,142,567

セグメント利益

又は損失(△)
532,097 112,048 39,222 43,145 44,126 △14,822 755,817

 

    

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

外部顧客への

売上高
367,549 9,584,184 － 9,584,184

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

90 2,926,022 △2,926,022 －

計 367,639 12,510,206 △2,926,022 9,584,184

セグメント利益

又は損失(△)
8,351 764,168 △33,161 731,006

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド、ブラジル及

びメキシコの現地法人の事業活動等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△33,161千円には、セグメント間取引消去24,369千円、棚卸資

産の調整額△57,170千円、その他△360千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日 至2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

 日本 インドネシア 米国 欧州 中国 ベトナム 計

売上高        

外部顧客への

売上高
4,524,363 841,443 527,864 871,831 370,071 66,783 7,202,358

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

1,083,367 459,879 26 － 361,689 48,667 1,953,630

計 5,607,730 1,301,323 527,890 871,831 731,760 115,451 9,155,988

セグメント利益

又は損失(△)
△395,398 109,106 30,731 65,734 △11,294 △51,472 △252,594

 

    

 
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高     

外部顧客への

売上高
262,634 7,464,992 － 7,464,992

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

90 1,953,720 △1,953,720 －

計 262,724 9,418,712 △1,953,720 7,464,992

セグメント利益

又は損失(△)
2,286 △250,307 10,675 △239,632

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インド、ブラジル及

びメキシコの現地法人の事業活動等を含んでおります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額10,675千円には、セグメント間取引消去8,979千円、棚卸資産の

調整額2,567千円、その他△871千円が含まれております。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、「その他」に含まれていた「ベトナム」について量的な重要性が増し

たため報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分により作成したものを記載して

おります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失(△) 29円96銭 △27円87銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に

帰属する四半期損失(△)（千円）
416,509 △387,459

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益又

は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)（千円）
416,509 △387,459

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,900 13,900

　（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　　　　２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

2020年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額 83,401千円

（ロ）１株当たりの金額 ６円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2020年12月４日

（注）2020年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   2020年11月11日

兼房株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 名古屋事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　達治　　印

     

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢野　直　　印

     

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼房株式会社の

2020年4月1日から2021年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間（2020年7月1日から2020年9月30日まで）

及び第2四半期連結累計期間（2020年4月1日から2020年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、兼房株式会社及び連結子会社の2020年9月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか
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どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて

いる場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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